
【令和４年度実施計画】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の実施状況

番号 事業名称 事業内容 経済対策との関係
総事業費
（円）

臨時交付金
（円）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

備考

1 感染予防対策事業

新型コロナウイルス感染予防、拡大防止を念頭に
「新しい生活様式」実践のための対策を実施する
（公共施設における感染予防対策、イベント・事
業における感染防止対策）

③-Ⅰ-３．感染防
止策の徹底

1,551,711 1,500,000 R4.4.1 R4.12.8

公共施設に消毒液等を設置すること
により、感染拡大防止が図られ、利
用する住民の不安の軽減につながっ
た。

消毒液　     30缶
除菌シート　150個
手袋　　　　5ケース
検査キット　600個

実施計画
№1

2 感染防止備品購入事業
救急車おける感染患者搬送時のウイルス飛散防止
及び除菌のための備品を購入し、新型コロナウイ
ルス感染の拡大を防止する

③-Ⅰ-３．感染防
止策の徹底

4,433,000 4,000,000 R4.5.12 R5.2.28

救急車にウイルス飛散防止及び除菌
のための備品を配備することで、新
型コロナウイルス感染の拡大を防止
し、住民の安心及び消防職員の安全
な業務遂行につながった。

救急用除染機
・オゾン水生成機
・オゾンガス発生装置
感染症患者搬送資器材
・アイソレーター
・ストレッチャー

実施計画
№2

3
生活交通バスＩＣカード
導入推進事業

住民の生活を支える移動手段としてサービスの提
供を続ける交通事業者に対し、交通系ICカード導
入に係る事業費を補助し、地域住民の利便性向上
とキャッシュレス化による新型コロナウイルス感
染拡大防止や、バス利用の回復・拡大を図る

③-Ⅰ-３．感染防
止策の徹底

2,822,000 2,822,000 R4.8.1 R5.2.25

交通系ICカード導入により、地域住
民の利便性向上とキャッシュレス化
が図られ、新型コロナウイルス感染
拡大防止やバス利用の回復に効果的
であった。

交通事業者　1社へ補助
実施計画
№3

4 宿泊キャンペーン事業
コロナの影響を受けている町内宿泊施設の需要獲
得と観光消費拡大のため、宿泊割引と町特産品の
贈呈を実施

③-Ⅰ-４．事業者
への支援

15,606,138 10,600,000 R4.4.20 R5.3.31

宿泊割引と町特産品の贈呈を実施し
たことで、観光誘客に加えて、町内
宿泊施設や特産品販売事業者の支援
につながった。

宿泊　1,585泊（100％）
特産品1,578件
（99.6％）

実施計画
№4

5
宿泊キャンペーン事業
（第２弾）

コロナの影響を受けている町内宿泊施設の需要獲
得と観光消費拡大のため、宿泊割引と町特産品の
贈呈を実施

③-Ⅰ-４．事業者
への支援

14,921,095 12,289,000 R4.10.31 R5.3.31

宿泊割引と町特産品の贈呈を実施し
たことで、観光誘客に加えて、町内
宿泊施設や特産品販売事業者の支援
につながった。

宿泊　1,500泊（100％）
特産品1,483件
（98.4％）

実施計画
№9

6
公共施設等管理維持体制
持続化事業

①ウィズコロナ下での公共施設及び避難所におけ
る「新たな生活様式」を踏まえた快適な空間・三
密防止のため空調を改修
②施設内のマルチモニターを整備し、リモートに
対応する環境を整えるほか、館内の告知や町のPR
等を紙媒体ではなく映像へと移行し新型コロナウ
イルス感染防止を図る

③-Ⅰ-３．感染防
止策の徹底

42,240,000 42,240,000 R4.8.5 R5.3.27

①コロナ禍において、公共施設を利
用する住民の不安を軽減し、感染予
防対策の一助となった。
②日本海拠点館のマルチモニターを
整備したことで、リモート等に対応
する環境が整い、住民が安心して活
用する体制ができた。

日本海拠点館
・空調設備（1F）
・マルチモニター
体育館付帯施設
（避難所）
・空調設備

実施計画
№5

7
自治体基盤クラウド連携
環境構築事業

被災者支援手続き及び罹災証明・被災証明書の発
行においては、被災者が一斉に訪れることで、新
型コロナウイルス感染リスクが生じるため、被災
者支援システムを導入し、被災者支援手続の申請
及びコンビニエンスストアでの罹災証明書・被災
証明書の交付を可能とする

③-Ⅰ-３．感染防
止策の徹底

10,120,000 10,000,000 R4.6.29 R5.3.6

クラウド型被災者支援システムを導
入することで、被災者支援手続の申
請及びコンビニエンスストアでの罹
災証明書・被災証明書、住民票、印
鑑登録証明書の交付が可能となり、
窓口での混雑を回避し、利便性の向
上につながった。

R5.4月～10月実績
・住民票　　142通
・印鑑登録　113通

実施計画
№6

実績・成果



番号 事業名称 事業内容 経済対策との関係
総事業費
（円）

臨時交付金
（円）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

備考実績・成果

8

原油価格・物価高騰対策
事業
（通常交付金）
（重点交付金）

コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面する
住民に対し、生活支援と地域経済の活性化を目的
として商品券（1人1万円）を全町民に配付

④-Ⅰ．原油価格
高騰対策

94,386,074 86,529,000 R4.10.14 R5.3.24

物価高騰により住民生活に影響を与
えていることから、全住民に町内で
使用する商品券を配布したことで、
住民の生活支援、地域経済の循環に
つながった。

商品券換金金額
　89,475,000円
換金率　98.3％

実施計画
№7
№8

9
農業者燃料・肥料等高騰
対策事業

新型コロナウィルス感染症の拡大により化学肥料
原料及び原油の価格高騰の影響を受けた町内農業
者の負担軽減と経営の安定化を図る

④-Ⅰ．原油価格
高騰対策

21,698,650 21,000,000 R4.11.4 R5.3.15

化学肥料原料及び原油の価格高騰の
影響を受けた町内農業者へ助成する
ことで、負担軽減と経営の安定化に
つながった。

農業経営者　198名
対象面積　111,263ａ

実施計画
№10

207,778,668 190,980,000


